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研究要旨： 

当事者の病状や治療によって生じる業務遂行能力や労働意欲の変化と職場の変化に

応じ、治療と仕事の両立支援が行われることが望まれる。当事者が支援のニーズを自覚

し、支援を申し出ることが契機のひとつとなる。そのために、当事者が支援を申し出や

すい条件と支援者が当事者に申出を促し支援を再開しやすい条件を本研究では注目し

ている。本分担研究は、当事者が支援を申し出やすい条件として本人の職場復帰に対す

る自己効力感に着目した。 

職場復帰に対する自己効力感(Return to work self efficacy)とは、職場復帰の結

果に与える要因として注目されている因子である。職場復帰を成功させる要因として

は、機能的状態や痛みなどの症状の因子は重要な要素であるが、それ以外にも心理社会

的因子も重要とされ、心理社会的要因の１つとして職場復帰に対する自己効力感が挙

げられている。Shawらが開発した RTWSE-19 (Return to work self efficacy test)

は、オランダ語、ノルウェー語、韓国語などに翻訳され、職場復帰の成否の予測や、支

援が必要な人のスクリーニングに用いられている。 

我々は RTWSE-19の日本語版を作成し、医療機関や職場で継続的な支援が必要な人を

スクリーニングするためのツールとしての開発を行った。はじめに、RTWSE-19 の作成

者である William Shawに許可を得て、逆翻訳をして確認をとり質問票を作成した。産

業医科大学病院において、治療時に両立支援に関する面談を実施した例から回答を得

た。 

William Shawらが開発した復職に対する自己効力感を評価する尺度 RTWSE-19の日

本語版を作成した。2023年 12月時点で 242名の結果が得られた。因子分析の結果、13

項目となった。内部一貫性の指標である Cronnbach'sα係数は高く、一定の信頼性の確

保は確認できた。確認的因子分析の結果は、適合度は高くなかった。また、6カ月後の

労働機能障害を予測する可能性は確認できたが、3か月後の労働機能障害と就労状況を

予測することは現時点では出来なかった。今後、症例数を増やし、検討する必要があ

る。 

研究協力者 

橋本 博興   （産業医科大学 医学部 両立支援科学 修練医） 

渡邉 萌美   （産業医科大学病院 両立支援科 修練医） 

－71－



 

古江 晃子   （産業医科大学病院 両立支援科 修練医） 

石上 紋     （産業医科大学病院 両立支援科 保健師） 

細田 悦子   （産業医科大学病院 両立支援科 看護師） 

 

Ａ．目的 

当事者の病状や治療によって生じる業

務遂行能力や労働意欲の変化と職場の変

化に応じ、治療と仕事の両立支援が行わ

れることが望まれる。当事者が支援のニ

ーズを自覚し、支援を申し出ることが契

機のひとつとなる。そのために、当事者が

支援を申し出やすい条件と支援者が当事

者に申出を促し支援を再開しやすい条件

を本研究では注目している。本分担研究

は、当事者が支援を申し出やすい条件と

して本人の職場復帰に対する自己効力感

に着目した。職場復帰に対する自己効力

感(Return to work self efficacy)とは、職
場復帰の結果に与える要因として注目さ

れている因子である。職場復帰を成功さ

せる要因としては、機能的状態や痛みな

どの症状の因子は重要な要素であるが、

それ以外にも心理社会的因子も重要とさ

れ、心理社会的要因の１つとして職場復

帰に対する自己効力感が挙げられている。

Shawらが開発した RTWSE-19 (Return 
to work self efficacy test)は、オランダ語、
ノルウェー語、韓国語などに翻訳され、職

場復帰の成否の予測や、支援が必要な人

のスクリーニングに用いられている。 
RTWSE-19は、もともと職業性腰痛を
持つ労働者の集団における質的研究結果

から開発されたもので、その後、筋骨格系

障害と精神障害の研究集団で検証され、

28 項目から 19 項目に絞られたものであ
る。３つのサブスケール １）meeting jo 
demand, ２）modifying job tasks, ３）

communicating needs to others に分け
られる。 
我々は RTWSE-19 の日本語版を作成
し、医療機関や職場で継続的な支援が必

要な人をスクリーニングするためのツー

ルとしての開発を行った。 
 
Ｂ．方法 

１）RTWSE日本語版の作成 
はじめに、RTWSE-19の作成者である

William Shawに許可を得た。次に翻訳者
Aに日本語翻訳を依頼した。その後、研究
者 3名で意味内容を確認し、翻訳者 Aと
協議し修正を加え日本語版を作成した。

その日本語版を翻訳者 Bに依頼し英訳を
行った。英訳したものを作成者に確認を

とり、意味内容が誤訳されていないかを

確認し、承諾を得た。 
 

2）調査の実施 
産業医科大学病院において、治療時に

両立支援に関する面談を実施した 89 例
から回答を得た RTWSE-19 と雇用形態
や休業前の作業や所属している事業所の

産業保健スタッフの有無等を尋ねた。 
 
３）分析 
信頼性として、内的整合性である内部

一貫性の指標である Cronnbach'sα係数
を用いた。各項目における平均点と標準

偏差により天井効果と床効果を確認した。

因子分析は、原版作成に倣い、バリマック

ス回転を行った。因子負荷量がいずれか
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ひとつの因子に 0.4 以上の値を示す項目
を採用し，2つ以上の因子において 0.3以
上を示す項目と，いずれの因子において

も 0.4未満を示す項目を除外した。 
また、作成した原案の項目を用いて、3
か月後の就労状況および、、3か月後の労
働 機 能 障 害 を 目 的 変 数 と し て 、

RTWSE13 項目と年齢を調整変数として
多重ロジスティック解析を実施した。 
 
４) 倫理的配慮 
  本研究は、産業医科大学倫理審査委員
会の承認を得て実施した。 
 
Ｃ．結果 

 以下の日本語版 13 項目版を作成した。 
1 不快感を減らすために、仕事を変

える方法を、上司に提案できますか 
2 与えられた仕事をすべて行うこ

とができますか 
3 不快感を減らすために、作業内容

を変えることができますか 
4 身体面での制約を同僚に伝える

ことができますか 
5 仕事面での期待に応えることが

できますか 
6 職場での日常的な活動のほとん

どを行うことができますか 
7 職場のペースについていくこと

ができますか 
8 同僚から精神的なサポートを受

けることができますか(自分の問題を話
したり聞いてもらったりなど) 
9 生産上の要件を満たすことはで

きますか 
10 職場でトレーニングを受けたこ

とすべてを行うことができますか 
11 疾病やケガの状態やその治療法

について、上司に説明できますか 
12 不快感の原因となりうる事柄に

ついて、上司と率直に話し合うことがで

きますか 
13 他者のペースを乱さずに自分の

仕事をできますか 
 
 RTWSE の 3 因子の内部一貫性の指標
である Cronnbach's αは、meeting jo 
demand 0.9495, modifying job tasks 
0.8391, communicating needs to others 
0.8856であった。 
 確認的因子分析の結果は、RMSEAは、
0.05 未満が非常によく、0.1 以上で当て
はまりが悪いとされる指標であるが、

0.093であった。 
 CFIは、0.95以上が良好とされる指標
であるが、0.950であった。  
 また、3か月後と 6カ月後の就労の有無

と労働機能障害を目的変数とした多重ロ

ジスティック解析の結果は、RTWSE13項目 

は有意ではなかった。６カ月後の労働機

能障害は有意であった。 

 

Ｄ．考察 

 William Shaw らが開発した復職に
対する自己効力感を評価する尺度

RTWSE-19の日本語版を作成した。現時

－73－



 

点で 242 名の結果が得られた。因子分析

の結果、13 項目となった。内部一貫性の

指標である Cronnbach'sα係数は高く、
一定の信頼性の確保は確認できた。確認

的因子分析の結果は、適合度は高くなか

った。また、6カ月後の労働機能障害を予
測する可能性は確認できたが、3か月後の
労働機能障害と就労状況を予測すること

は現時点では出来なかった。今後、症例数

を増やし、検討する必要がある。 
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